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（３）日向市立地適正化計画について

美々津駅

南日向駅

財光寺駅

日向市駅
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目的

本計画の位置づけ

目標年次

対象区域

立地適正化計画で定める事項

序章 本計画の概要 (計画書P1～)

都市計画区域

市街化区域

居住推進区域

都市機能誘導区域

関連する計画や本市の現状、将来見通しなどを整理し、取り組むべき課
題と都市づくりの方向性を検討

日向市の主な現況
人 口
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(65.4%) 39,567 
(62.3%) 34,905 

(56.7%) 31,934 
(53.4%)

29,587 
(51.6%) 26,160 

(50.6%) 21,713 
(47.7%)

6,856 
(10.5%) 10,242 

(15.9%) 14,095 
(22.2%) 17,936 

(29.1%)
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(32.8%) 20,198 

(35.2%) 19,358 
(37.4%) 18,547 
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公共交通

都市機能

都市設備

都市構造の評価

第１章 現況の整理 (計画書P5～)
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日向市の現況・課題の整理 計画書P75

（４）土地利用（空き地や空き家の状況）の状況
○市街化区域内で都市のスポンジ化（空き家、空き地）が進行している

○市街化区域内では、市内全域に空き家が点在しているが、細島地区において、特に空き家が多い状況である

○市街化調整区域と都市計画区域外も空き家が多い状況である

（１）人口・世帯数等の推移／（２）区域区分別人口・将来人口推計
○若い働き手（15～24歳、30～39歳）の転出による人口流出が多くみられる

○DID区域外、市街化調整区域、都市計画区域外で人口減少が進行している

○DID区域の人口は増加傾向にあったが、令和２年以降は減少が予想される

○将来予測では、人口全体は減少が進み、75歳以上の人口構成比は増加する

（５）交通の状況

○南北軸（都市間連絡軸：国道10号、県道土々呂日向線）でピーク時間を中心として混雑する可能性が高い状態にある
○バス停300m圏に総人口の90％以上の人が居住している

（９）都市構造の評価指標
○DID人口密度は42.5人/haであり、公共交通や医療機関への利便性が高く、コンパクトな市街地が形成されている

○財政力指数やサービス産業（第3次産業）の売上等において同規模都市以下の水準となっている

（８）自然災害・防災

○市街化区域の76％が津波浸水想定区域となるが、令和元年度末までに特定避難困難地域の解消が図られている
○塩見川沿川が洪水浸水被害想定区域となっており、洪水想定区域内の一部では、内水による浸水被害も発生している
○市街地縁辺部の多くの丘陵部は、土砂災害危険箇所に指定されている

（６）都市機能施設等の状況
○病院は、郊外部に多く立地しているが、バスが発着している

○診療所は、日向市駅20分圏内に多く立地（国道10号沿道に多い）している

○福祉施設は、日向市駅30分圏内に多く立地している

○中心的公共施設（図書館、中央公民館、体育センター等）は市役所、日向市駅周辺に立地している

○総人口の約8割が公共施設徒歩圏内（800m）に居住している

拠
点
性

連
携
性

安
全
性

（３）産業の状況

○木材製品や化学工業関連の製造品出荷額が増加している
○小売業における商店数や従業員数、販売額等が回復傾向にあったが、今後は、コロナウイルスの影響により、厳しい状況が予想される

（７）地価水準・面的整備

○日向市駅を中心に同心円状に地価が高くなっている（日向市駅を中心に高く、郊外部ほど低い）
○市街化区域の約50％が面的整備された（施行中を含む）質の高い市街地が形成されている
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第２章 まちづくりの方針と誘導方針・区域設定 (計画書P76～)

将来都市像将来都市像

(中心拠点)

都市機能

誘導区域

都市機能
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都市機能
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【ＳＴＥＰ１】中心拠点における都市機能誘導区域の設定
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【ＳＴＥＰ２】居住推進区域の設定

【ＳＴＥＰ３】その他の拠点における都市機能誘導区域の設定
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（利便性が高く、災害リスクの低い区域の検討）
（居住推進区域から除外する区域）

①土砂災害警戒区域に関する検討
土砂災害警戒区域内で建築を行う場合には、宮崎県建築

基準法施行条例第５条（崖条例）に基づき土砂崩壊に耐え
うる建築構造等とする必要がある。また、近隣に避難施設
が整備されていることや急傾斜地崩壊対策事業を推進して
いる状況にあることから防災対策を図ることを条件に、居
住推進区域に含める。

②洪水・内水浸水区域に関する検討
洪水（内水）浸水区域については、土砂災害に比べて事

前の避難が可能であり、浸水区域の近隣に避難施設が整備
されていることから防災対策を図ることを条件に、居住推
進区域に含める。

③津波浸水区域に関する検討
市街化区域の76％の面積が津波により浸水すると想定さ

れており、居住推進区域から除外することは、まちづくり
に支障が生じる。また、令和2年3月までに避難タワー等の
津波避難施設の整備が完了している。令和２年３月の県の
被害想定では想定犠牲者数は約5,900人と発表されたが、今
後、耐震化率を90％に、早期避難率を70%に向上させた場
合、想定犠牲者数は約650人まで減少すると想定されてい
る。このようなことから、住宅等の耐震化や早期避難率の
向上等を図ることを条件に、居住推進区域に含める。

【ステップ① ― ステップ②＋ステップ③】(P96)

災害レッドゾーン
・土砂災害特別警戒区域
・急傾斜地崩壊危険区域等

住居建築が制限される区域
・工業専用地域
・臨港地区
・保安林
・都市公園等

居住推進区域図居住推進区域図
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日向市・生活文化交流拠点

大王谷ｽﾎﾟｰﾂﾚｸﾚｰｼｮﾝ拠点

財光寺居住拠点

平岩地域生活拠点

70.5ha 99.5ha

11.3ha18.9ha

平岩小・中学校

渡辺産婦人科病院

大王谷運動公園

文化交流センター
中央公民館

日向土木事務所

日向警察署

日向市役所

和田病院

財光寺南小学校

宮崎銀行財光寺支店

ＪＡ日向
財光寺支店

マルイチスト
ア財光寺店

大王谷ｽﾎﾟｰﾂﾚｸﾚｰｼｮﾝ拠点平岩地域生活拠点

日向市生活・文化交流拠点 財光寺居住拠点 居住推進区域
都市機能誘導区域
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都市機能 概要・分類 一般的な名称 日向市生活・
文化交流拠点

財光寺
居住拠点

平岩
地域生活拠点

大王谷
スポーツレク

レーション拠点

市役所 市役所 ●
国・県庁舎の出先機関 土木事務所、裁判所、警察署、県税事務所 ●

病院 ●
診療所 ● ● ●
訪問サービス、通所サービス、短期入所サービス ● ●
グループホーム ●
訪問介護、通所介護、短期入所介護 ● ●
特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護療養病床、介護医療院、
介護付き有料老人ホーム、住宅型有料老人ホーム、ケアハウス（軽費老
人ホーム）、シニア向け分譲マンション、健康型有料老人ホーム

●  

リハビリテーション、居宅療養管理指導、福祉用具貸与 ● ●
小規模多機能型居宅介護、認知症グループホーム、認知症対応型通所 ●
訪問型サービス、通所型サービス ● ● ●

老人福祉センター 老人福祉センター ●
有料老人ホーム 有料老人ホーム ● ●
サービス付高齢者向け住宅 サービス付高齢者向け住宅 ●

訪問介護施設
視覚障がい者同行援護施設
デイサービス施設
ショートステイ施設
施設入所支援施設
機能訓練・生活訓練施設
就労訓練施設
グループホーム
障がい者の通所（地域活動支援センター）

障がい児童通所支援を提供する事務所 障がい児通所支援等事業施設 ● ● ● 　
児童クラブ
子育て支援センター
事業所内保育（和田病院等）
病児・病後児保育施設（お倉ヶ浜キッズクリニック、ひよこ保育園等）
子育て援助活動支援事業（こども遊センター等）
保育所、幼保連携認定こども園
児童館、児童センター
幼稚園

子育て世代包括支援センター 子育て世代包括支援センター ●
子ども家庭総合支援拠点 子ども家庭総合支援拠点 ●
総合体育館 総合体育館 ●
交流施設 地域交流センター、公設公民館 ● ● ●
図書館 図書館、公民館図書室 ● ● ●
教育施設 大学・専修学校等 ●
金融機関 銀行・郵便局・信用金庫・農業協同組合等の金融機関 ● ● ●
生鮮食料品店(売場面積250ｍ2以上) 生鮮食料品店（スーパーマーケット等） ● ● ●
中規模商業施設(店舗面積1000㎡超) 商業施設 ● ● ●
大規模商業施設(店舗面積10000㎡超) 複合商業施設（デパート、モール） ●

商業機能

教育文化機能

子育て支援機能

障がい者（児）
機能

高齢者福祉機能

行政機能

医療機能 医療提供施設

介護サービスを提供する事業所

児童福祉サービスを提供する施設 ● ● ●

障がい福祉サービスを提供する
事務所

● ● ●

第３章 誘導施策の検討 (計画書P109～)
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第４章 目標値及び進行管理（計画書P142)

現状値(2020年) 目標値(2025年) 目標値(2035年)

39機能 40機能 54機能

現状値(2020年) 目標値(2025年) 目標値(2035年)

35.8人／ha 34.8人／ha 32.3人／ha

現状値(2020年) 目標値(2025年) 目標値(2035年)

75施設 75施設 85施設

都市公園及び児童遊園の施設数

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

都市機能誘導区域内の都市機能の数

居住推進区域内の人口密度

現状値(2019年) 目標値(2025年) 目標値(2035年)

81,096人 81,100人 81,100人

現状値(2019年) 目標値(2025年) 目標値(2035年)

24系統 24系統 維持・向上

市民バスの年間利用者数

基幹的交通ネットワークの運行系統数

⇒

⇒ ⇒

⇒

現状値(2020年) 目標値(2025年) 目標値(2035年)

３地区   10地区 増加

現状値(2020年) 目標値(2025年) 目標値(2035年)

89.5% 100% 維持

現状値(2019年) 目標値(2025年) 目標値(2035年)

56% 70% 増加

津波災害に対する早期避難率

地区防災計画を策定済の地区数

避難確保計画を策定済の要配慮者利用施設の割合

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

向上

向上



２．現行計画の評価 11

（１）『拠点性』に係る目標指標

■都市機能誘導区域内の都市機能の数
基準値 (令和2(2020)年) 目標値 (令和7(2025)年) 目標値 (令和17(2035)年)

39機能 40機能 ⇒現在41機能 54機能

≪総括≫
 都市機能誘導区域内の都市機能は概ね維持されており、生活サービス機能の集積が図られています。
 居住推進区域内の人口密度は、目標値をやや下回っていますが、居住の一定の集積が図られています。
 都市公園等についても、土地区画整理事業に伴う整備が進められています。
 一方で、人口減少や社会情勢の変化を踏まえ、今後は施設数だけでなく、各拠点に求められる機能や役割を踏まえ必要な都市

機能の維持・誘導を図る必要があります。

■居住推進区域内の人口密度
基準値 (令和2(2020)年) 目標値 (令和7(2025)年) 目標値 (令和17(2035)年)

35.5人／ha 34.8人／ha ⇒現在34.1人／ha 32.3人／ha

■都市公園及び児童遊園の施設数
基準値 (令和2(2020)年) 目標値 (令和7(2025)年) 目標値 (令和17(2035)年)

75施設 75施設 ⇒現在75施設 85施設

※R17目標指標及び目標値も今後見直しを行う。

※精査中

 現行計画に基づく取組状況や都市構造の変化を把握するため、現行計画で設定した目標指標について評価を行った結果、都市
機能や人口密度は一定程度維持できているものの、目標値を大幅に下回る指標(バス利用者数) も確認されました。
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（２）『連携性』に係る目標指標

■市民バスの年間利用者数
基準値 (令和2(2020)年) 目標値 (令和7(2025)年) 目標値 (令和17(2035)年)

81,096人 81,100人 ⇒現在69,975人 81,100人

≪総括≫
 基幹的交通ネットワークは維持されており、各拠点や地域を結ぶ交通体系が確保されています。
 一方、市民バスの年間利用者数は、人口減少や移動ニーズの変化等の影響により、基準年を下回る状況となっています。
 令和８(2026)年度から定時定路線とは異なる交通体系のAIオンデマンドバスの本格導入をしており、停留所の増加やアプリ予

約対応などの利便性の向上を図ったことで利用者数の増加を目指す。
 地域公共交通計画と連携し、持続可能な公共交通ネットワークの維持・充実を図る必要があります。

■基幹的交通ネットワークの運行系統数
基準値 (令和2(2020)年) 目標値 (令和7(2025)年) 目標値 (令和17(2035)年)

24系統 24系統 ⇒現在24系統 維持・向上

※R17目標指標及び目標値も今後見直しを行う。
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（３）『安全性』に係る目標指標

■地区防災計画を策定済の地区数
基準値 (令和2(2020)年) 目標値 (令和7(2025)年) 目標値 (令和17(2035)年)

３地区 10地区 ⇒８地区 向上

≪総括≫
 地区防災計画や要配慮者利用施設の避難確保計画の策定など、防災・減災に関する取組は着実に進められています。
 コロナ禍で停滞していた地域活動も再開され、地域主体による防災まちづくりが進展しています。
 一方で、高潮や津波災害を対象とした避難確保計画の義務化など、防災を取り巻く状況は変化しています。
 今後は、事前復興の考え方も踏まえながら、安全・安心に暮らし続けられる都市構造の形成を進める必要があります。

■避難確保計画を策定済の要配慮者利用施設の割合
基準値 (令和2(2020)年) 目標値 (令和7(2025)年) 目標値 (令和17(2035)年)

89.5％ 100% ⇒現在91.1％ 維持

■津波災害に対する早期避難率
基準値 (令和2(2020)年) 目標値 (令和7(2025)年) 目標値 (令和17(2035)年)

56％ 70％ ⇒現在59％ 向上

※R17目標指標及び目標値も今後見直しを行う。
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（１）実施方針

 「暮らしを守り、拠点をつなぐ、コンパクトで安心な都市づくり」の実現に向け、現行の立地適正化計画で掲げてきた「拠点
性」「連携性」「安全性」の基本的な考え方を継承しつつ、社会情勢の変化や都市計画マスタープランとの一体化、防災・事
前復興の視点を踏まえ、次の３つを基本方針として都市づくりを進めます。

①拠点性を向上する ～居住と都市機能の適度な集積により、暮らしを支える魅力ある拠点を形成します～
 医療・福祉・商業・行政などの日常生活に必要な都市機能を適切に維持・誘導し、中心拠点及び地域拠点の魅力向上を図り

ます。
 居住を緩やかに誘導することで、人口減少下においても生活サービスを維持するために必要な人口密度を確保します。
 地域資源や既存ストックを活かし、多世代が交流し、にぎわいを生み出す拠点づくりを進めます。

②連携性を強化する ～公共交通と道路ネットワークにより、拠点と地域がつながる都市構造を形成します～
 中心拠点、地域拠点、既存集落を公共交通や道路ネットワークで有機的に結び、市全体の生活利便性の向上を図ります。
 地域公共交通計画等と連携し、日常生活に必要なサービスへのアクセスを支える持続可能な公共交通ネットワークの維持・

充実を図ります。
 既存集落についても、拠点とのつながりを確保することで、安心して住み続けられる生活環境を支えます。

③安全性を確保する ～災害に備え、安全・安心に暮らし続けられる都市を形成します～
 津波・洪水等の災害リスクを踏まえた都市機能及び居住の誘導を図るとともに、防災・減災対策を推進します。
 防災指針に基づくハード・ソフト両面の取組を進め、市民の防災意識の向上と都市防災力の強化を図ります。
 事前復興まちづくり計画の策定を見据えた防災指針の検討を行います。
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（２）ステップ３について再検討

検証

最新のデータを活用し、現行計画の考え方に沿って検証した場合の
居住推進区域（ステップ１ ―  ステップ２）

都市機能誘導区域・居住推進区域の面積

面積 (市街化区域との割合)

196.8ha (11.2%)
中心市街地 69.5ha (4.0%)

財光寺地区 99.2ha (5.7%)

平岩地区 17.6ha (1.0%)

大王谷地区 10.5ha (0.6%)

1,305ha (74.4%)

1,755ha (100.0%)

区域

居住推進区域

市街化区域

都市機能誘導区域


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（２）ステップ３について再検討～土砂災害警戒区域～

今後も、土砂災害警戒区域は居住推進区域に含む。

出典：国土数値情報 土砂災害警戒区域(令和6年度)、洪水浸水想定区域（1次メッシュ）
(令和6年度)、日向市ホームページ 指定避難所等に関する情報

（土砂災害・洪水災害の避難所配置図）

※ステップ２で居住推進区域から除外済
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（２）ステップ３について再検討～洪水・内水浸水想定区域～





［浸水深と人的・建物リスク及び避難行動との関係］





３ｍ以上の浸水が想定される箇所

３ｍ以上の浸水が想定される箇所
が点在するエリア

※次ページに拡大を示しております

今回の再検討においても、この考え方を引き続き採用します。
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（２）ステップ３について再検討～洪水・内水浸水想定区域～

A

B

C

B

D

A

洪水浸水想定区域(想定最大
規模)浸水深3m以上

C

D

３ｍ以上の浸水が想定される箇所が点在するエリア（拡大）



３．日向市立地適正化計画の見直しについて～居住推進区域～ 19

（２）ステップ３について再検討～そのほか洪水に関する災害リスク～

出典：国土交通省中部地方整備局「家屋倒壊等氾濫想定区域について」（平成28年8月15日）
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（２）ステップ３について再検討～そのほか洪水に関する災害リスク～

［洪水浸水想定区域（想定最大規模）］ ［高潮浸水想定区域］［津波浸水想定区域］

家屋倒壊等氾濫想定区域




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（２）ステップ３について再検討～津波浸水想定区域～

 右図は、L2といわれる「1000年に一度など、発生頻度は極めて低いも
のの、発生すれば甚大な被害をもたらす最大クラスの津波」で想定し
た場合の津波浸水深です。

 浸水深２mになると、建物全壊のリスクが高まります。

出典：国土交通省都市局報道発表資料「東日本大震災による被災現況調査結果について（第１次報告）」





津波浸水深２ｍ以上を一律で除外することは非現実的
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（２）ステップ３について再検討～津波浸水想定区域～
 浸水深５m以上になると、鉄筋コンクリートビルの部分的に破壊される可能性がでてきます。

出典：気象庁HP「津波の高さと被害状況」https://www.data.jma.go.jp/ishigaki/bosai/tmanual/pdf/m29.pdf
出典：気象庁HP「津波について」https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/faq/faq26.html

L2津波において浸水深5ｍ
以上が想定され、かつ、
発生頻度の高い津波におい
ても浸水が想定される箇所
※「 L2の津波浸水深５ｍ以上の区

域」を表した図は前頁参照





 右図は、本市で独自推計した数十～百数十年に一度程度の頻度で発生する
「比較的発生確率が高い津波」いわゆるL1津波です。
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（２）ステップ３について再検討した結果

新たに除外とした区域
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（１）現行計画での考え方





都市機能誘導区域

誘導施設

（２）見直しの考え方

都市機能誘導区域

誘導施設

■各拠点・各施設の役割
各拠点及び各施設の役割を整理し、誘導施設
を設定します。

■各拠点の役割・機能の維持
中心拠点、生活拠点、防災拠点としての役割
や都市機能の維持を基本とします。
■防災・事前復興の視点を反映
災害時の避難や復旧・復興を支える拠点形成
を進めます。

現行計画を基本的に継承
現在の都市機能の集積状況や利用実態を踏ま
え、現行計画の考え方を基本的に継承します。

既存機能の維持
既存の都市機能の維持を基本として、各拠点
にふさわしい誘導施設を再設定します。
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①中心市街地（中心拠点）

都市機能誘導区域は、現行計画の考え方を基本的に継承して拠点形成を進めます。











中心市街地活性化区域
日向市生活・文化交流拠点地区



3

都市機能誘導施設については、一部見直します。

―
NEW
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出典：国土交通省HP「「都市再生特別措置法等の一部を改正する法律案」を閣議決定」https://www.mlit.go.jp/report/press/toshi07_hh_000298.html

以下の理由から、特定業務施設機能を新たに誘導施設に追加することを検討します。
 法改正により、新たに特定業務施設を立地適正化計画に位置づけることが可能になりました。
 特定業務施設とは、オフィスや、インキュベーション施設（起業家やスタートアップ企業の事業立ち上げと成⾧を支援するための拠

点）、ホテルなどになります。
 本市としても、特定業務施設を誘導することで、拠点への人の流れや滞留人口の増加につながり、商業機能など他の都市機能の維持・

向上にも効果が期待できると考えています。
 ただし、ホテルについては、海などの観光資源を生かした立地も考えられるため、拠点への誘導を図ることは本市の地域特性に必ずし

もなじまないと考えます。
 一方、オフィスについては、災害リスクの低い各拠点へ誘導することで、拠点性の強化につながることが期待されます。

27
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②財光寺地区（財光寺居住拠点）

都市機能誘導区域は、現行計画の考え方を基本的に継承して拠点形成を進めます。













3

都市機能誘導施設については、一部見直します。

―
NEW
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③平岩地区（平岩居住拠点）

都市機能誘導区域は、現行計画の考え方を基本的に継承して拠点形成を進めます。













3

都市機能誘導施設については、一部見直します。

―
NEW
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④大王谷地区（防災拠点）

都市機能誘導区域と誘導施設（体育館のみ）は、現行計画の考え方を基本的に継承して拠点形成を進めます。












